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（最低賃金に引き上げについて）
岩手県の今年の最低賃金が、昨年の 952 円から 79 円引き上げられて「1,031 円」となったことについて、
企業がどう思っているか尋ねたところ、業種全体では「引上げ過ぎだと思う」が36.9％、「妥当な金額だと思う」
が 33.3％、「まだ足りないと思う」が 11.6％、「わからない」が 18.2％となった。
従業員の賃金引上げが必要かどうかについては、業種全体では「引上げが必要」が 45.8％、「引上げは必要
ない」が 34.4％、「未定」が 19.8％となった。
　経営への負担感はどう感じているかについては、業種全体では「大いに負担になる」が 26.1％、「多少は

負担になる」が 46.9％となり、合わせて73.0％が「負担になる」と感じている。

最低賃金引上げに対する企業の対策 (複数回答 ) では、｢商品やサービスへの価格転嫁｣｢コストの削減｣
という意見が多く、国や県に対しての支援策は｢助成金・補助金の拡充｣｢税制優遇措置｣と言う意見が多く
を占めた。

奥州市景気動向調査「臨時調査」 （令和7年 10月調査分）

今回の最低賃金「1,031円」について
貴社の考えに最も近いのはどれですか（全産業）

今回の最低賃金引き上げに伴い
貴社の賃金を引き上げる必要がありますか（全産業）

今回の最低賃金引き上げについて経営への負担は
どう感じておりますか（全産業）

今回の最低賃金引上げに対し、
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臨時総会開催
　～新役員が決定～

女性会

□開催日時／令和４年１月２日（日）～１月後４時
□場　　所／江刺川原町「川原町事務所（多内）」
□内　　容／

◉
～

◉

◉
◉
◉

　10月24日(金) 奥州商工会議所女性会臨時総
会を開催し、任期満了に伴う役員改選を行いま
した。新会長に（株）ワールド設備機器 岩渕秀子
さん、副会長には（株）根岸工業所 佐藤千秋さん、
あべ印刷（株）阿部節子さんが再任、新たにフ
リーアナウンサー 吉田知佳さんが就任しまし
た。他幹事16名、監事2名が選出されておりま
す。任期は令和10年10月31日までです。

臨時総会開催
～次年度会長に千葉恭義君を選出～

青年部

　令和7年11月19日（水）水沢サンパレスホテル
において、奥州商工会議所青年部令和7年度臨
時総会を開催しました。
　次年度会長の選出が執り行われ、令和8年度
会長に(株)水沢グランドホテル 千葉恭義君が選
出されました。
　第18代会長となる千葉会長予定者を中心
に、次年度に向けた準備がスタートします。次
年度の青年部の活動にもご期待ください！新正副会長の紹介

千葉恭義  次年度会長予定者

昨年の様子
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臨時総会開催
　～新役員が決定～

女性会

□開催日時／令和４年１月２日（日）～１月後４時
□場　　所／江刺川原町「川原町事務所（多内）」
□内　　容／

◉
～

◉

◉
◉
◉

　10月24日(金) 奥州商工会議所女性会臨時総
会を開催し、任期満了に伴う役員改選を行いま
した。新会長に（株）ワールド設備機器 岩渕秀子
さん、副会長には（株）根岸工業所 佐藤千秋さん、
あべ印刷（株）阿部節子さんが再任、新たにフ
リーアナウンサー 吉田知佳さんが就任しまし
た。他幹事16名、監事2名が選出されておりま
す。任期は令和10年10月31日までです。

臨時総会開催
～次年度会長に千葉恭義君を選出～

青年部

　令和7年11月19日（水）水沢サンパレスホテル
において、奥州商工会議所青年部令和7年度臨
時総会を開催しました。
　次年度会長の選出が執り行われ、令和8年度
会長に(株)水沢グランドホテル 千葉恭義君が選
出されました。
　第18代会長となる千葉会長予定者を中心
に、次年度に向けた準備がスタートします。次
年度の青年部の活動にもご期待ください！新正副会長の紹介

千葉恭義  次年度会長予定者

昨年の様子

14 15商工奥州　Vol.202
令和8年1月15日発行（毎月15日発行）

商工奥州　Vol.202
令和8年1月15日発行（毎月15日発行）

（最低賃金に引き上げについて）
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街のなか店

市長要望
「地域企業の活力強化の推進について」

奥州市の回答

　深刻さを増す人手不足や働き方改革への対応を背景に、企業による省人化・省力化への取り組み
は、もはや不可欠なものとなっております。こうした中、国においては中小企業の省力化投資を促進し、
売上拡大や生産・業務プロセスの効率化を図るととともに、賃上げにつなげることを目的として「中小
企業省力化投資補助金」が設置されております。しかしながら、機械設備の価格が高騰しており自己
負担額が増加することなどを理由に設備投資を控える事業者も少なくありません。
　つきましては、地域事業者の省人化・省力化の取り組みを促進することを目的とし、同制度を利用
した事業者に対する市独自の上乗せ支援および取得から３年もしくは５年の固定資産税の減免措置を
ご検討下さいますよう要望いたします。

　地域事業者の省人化・省力化の取組に対する支援として、先端設備等導入計画における固定資産税
の軽減措置を行っており、「中小企業省力化投資補助金」とも併用可能であることから、自己負担額を減
少させるために有効な施策となっております。
　また、市では、「奥州市中小企業融資あっせん制度（市中企）」を通じて、事業者が円滑に運転資金
や設備資金を調達できるよう、利子補給を実施しているところです。
　人手不足等への対応策としては、設備投資以外にも、人材育成、工程改善など多様な方法が考えられ
ることから、今後におきましても、産業支援コーディネーターをはじめとした企業支援室の職員による企
業訪問等を通じて、企業のニーズに応じた支援を引き続き実施してまいります。（商工観光部）

　ふるさと納税については、返礼品の充実もあり、年々寄附額及び件数が増加傾向にあります。今後
さらに発展させていくためには、返礼品の更なる拡充、充実が肝要になってきます。また、農林畜産
物を活用した「おうしゅう地域資源活用事業補助金」があることは承知しておりますが、南部鉄器と岩
谷堂箪笥のコラボ商品があるように、様々な商品開発が期待されます。
　つきましては、市内事業者が返礼品の開発、改良に積極的に取り組めるよう、助成制度の創設（仮称：
ふるさと納税返礼品開発・改良支援補助金）を要望いたします。

　ふるさと納税における返礼品調達価格は寄附額の３割以内との国の定めがあります。返礼品開発目的
で助成金を交付した場合、その助成金も調達価格とみなされることとなり、結果として、当該返礼品の
一般的に想定される市場価値に対し寄附額が高額となるため、現実的ではないと考えます。
　また、現行のふるさと納税は、各事業者が市の寄附受付サイト掲載を通じて、広報の費用負担なくし
て商品PRができる仕組みであると言えます。ふるさと納税返礼品としての出品は、販路拡大やテストマー
ケティングツールのひとつにもなり得ることから、返礼品開発だけに特化した助成制度ではなく、より広
い目的での仕組みづくりの可能性について庁内関係課と協議いたします。（政策企画部）

 １　事業継続のための支援強化
　⑸　省人化に向けた設備導入に係る補助制度の創設と固定資産税の減免

⑹　ふるさと納税返礼品開発、改良助成事業の新設

◎六日町通り商店街（講演・まち歩き）　
　※ひなまつり催事開催中
◎ご馳走ダイニング 満てん（昼食）
◎櫻田山神社（散策）　
　※お笑い芸人・狩野英孝さんの実家として有名
◎萩野酒造（見学）

【主な視察先】

～シャッター街から移住者が
　　　活躍する商店街活性化の成功例～
栗原市六日町通り商店街   視察研修会

ご案内

お知らせ
対応はおすみですか？
～最低賃金が改定されました！～

◎協議に応じない一方的な価格決定の禁止
◎手形払等の禁止
◎適用基準に従業員基準を追加
◎対象取引に特定運送委託を追加
◎面的執行の強化

取適法５つの改正ポイント

　岩手県の最低賃金が1,031円に引き上げられまし
た。これは過去最大の引き上げ幅となる79円ＵＰ
であり、物価上昇や人材不足が続く中、企業経営は
更なる厳しさを増しています。
　最低賃金引上げは、就業規則の更新だけでなく、
働き方や職場のあり方を見直すタイミングでもあり
ます。奥州商工会議所では、毎月１回「経営相談」を
はじめ専門家による相談を実施しています。専門家
相談の日程はＰ20をご覧ください。

　第13回（2023年）地方再生大賞にて優秀賞を
受賞するなど、新規出店増加による賑わいが注目
されている「六日町通り商店街」の視察をはじめと
した研修会を開催いたします。
　会員皆様お誘い合わせのうえ多数ご参加下さ
いますようお願い申し上げます。

お知らせ
ご存知ですか？
～1月1日から「下請法」は「取適法」へ！～

　2026年1月1日から、下請法が改正され、「中小受
託取引適正化法（通称：取適法）」として新たに施行
されます。これにより、適用対象となる取引や事業者
の範囲が拡大され、中小受託取引の公正化と受託
側の中小事業の利益保護が強化されます。

岩手県地域別最低賃金

時間額 １，０３１円
引上げ額 ７９円

発行日 令和７年１２月１日

詳細は、公正取引委員会のウェブ
サイトからご確認ください　▶

とりてきほう

◉日　時　令和８年３月２日(月)　 ８：20 集合
◉視察先　栗原市六日町通り商店街　ほか
◉参加料　３，０００円（昼食代含）
◉定　員　３０名
◉締　切　２月２０日（金）
◉問合せ　本所地域振興部
　※詳細は折込のチラシをご確認ください。

1716 商工奥州　Vol.202
令和8年1月15日発行（毎月15日発行）

商工奥州　Vol.202
令和8年1月15日発行（毎月15日発行）



街のなか店

市長要望
「地域企業の活力強化の推進について」

奥州市の回答

　深刻さを増す人手不足や働き方改革への対応を背景に、企業による省人化・省力化への取り組み
は、もはや不可欠なものとなっております。こうした中、国においては中小企業の省力化投資を促進し、
売上拡大や生産・業務プロセスの効率化を図るととともに、賃上げにつなげることを目的として「中小
企業省力化投資補助金」が設置されております。しかしながら、機械設備の価格が高騰しており自己
負担額が増加することなどを理由に設備投資を控える事業者も少なくありません。
　つきましては、地域事業者の省人化・省力化の取り組みを促進することを目的とし、同制度を利用
した事業者に対する市独自の上乗せ支援および取得から３年もしくは５年の固定資産税の減免措置を
ご検討下さいますよう要望いたします。

　地域事業者の省人化・省力化の取組に対する支援として、先端設備等導入計画における固定資産税
の軽減措置を行っており、「中小企業省力化投資補助金」とも併用可能であることから、自己負担額を減
少させるために有効な施策となっております。
　また、市では、「奥州市中小企業融資あっせん制度（市中企）」を通じて、事業者が円滑に運転資金
や設備資金を調達できるよう、利子補給を実施しているところです。
　人手不足等への対応策としては、設備投資以外にも、人材育成、工程改善など多様な方法が考えられ
ることから、今後におきましても、産業支援コーディネーターをはじめとした企業支援室の職員による企
業訪問等を通じて、企業のニーズに応じた支援を引き続き実施してまいります。（商工観光部）

　ふるさと納税については、返礼品の充実もあり、年々寄附額及び件数が増加傾向にあります。今後
さらに発展させていくためには、返礼品の更なる拡充、充実が肝要になってきます。また、農林畜産
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　ふるさと納税における返礼品調達価格は寄附額の３割以内との国の定めがあります。返礼品開発目的
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岩手県地域別最低賃金

時間額 １，０３１円
引上げ額 ７９円

発行日 令和７年１２月１日

詳細は、公正取引委員会のウェブ
サイトからご確認ください　▶

とりてきほう

◉日　時　令和８年３月２日(月)　 ８：20 集合
◉視察先　栗原市六日町通り商店街　ほか
◉参加料　３，０００円（昼食代含）
◉定　員　３０名
◉締　切　２月２０日（金）
◉問合せ　本所地域振興部
　※詳細は折込のチラシをご確認ください。
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街のなか店
1段：1／2
1回 5,500円

　事業所の活動や、会社のＰＲ広告として、是非ご活用
下さい。毎月事業所及び関係団体に約２ ,７００部をお
届けしています。

広告掲載事業所募集中！！

　多くの若者の情報源は YouTube などのインターネットとなっております。当所としましても、若者の
地元企業への就職促進を図るため、青年部を中心に地元企業ＰＲ動画を作成中であります。ネット動
画によるＰＲは情報収集者に好まれやすいだけでなく、企業側も社内の雰囲気・仕事内容をより分か
りやすく伝えるメリットが大きく、企業ＰＲの有効な手段であります。また、動画の拡散により、地元を
離れた人々へ帰郷を促すきっかけや奥州市への移住機運上昇も期待ができます。
　つきましては、本事業への製作費の助成と市公式サイトの掲示や配信について協力いただきますよ
う要望いたします。

　少子高齢化、若年層の市外・県外への人口流出などの要因により生産年齢人口の減少が著しい状況
下において、市内企業における人材確保対策は喫緊の課題であると認識しております。
　貴会議所青年部において、地元企業ＰＲ動画の試作品を令和８年度にかけて作成すると伺っておりま
すので、その企画検討段階から、市の担当者も協議に同席させていただき、課題解決に向けたより効果
的な取組となるよう、協働で実施させていただければと存じます。製作費に関連した市の助成について
も、試作品における効果検証などに応じて、検討させていただければと存じます。
　また、該当する動画のリンク先を市ホームページへ掲載することは可能であり、企業支援室の特設サ
イト「市企業支援ポータル」を管理していますので、掲載を希望する場合はご相談ください。（商工観光部）

　人材確保が難しい状況下、企業にとってのインターンシップは数少ない学生へのＰＲの場として有
効な機会と捉えられております。また、学生にとっても、地域産業や地元企業の魅力を直接体験する
貴重な機会となります。近年では、アルバイトとインターンシップを組み合わせた「バイターン」とい
う新たな取り組みも始まっております。
　つきましては、地域の若手人材確保の有効な手段であるこれらの取り組みを実施した事業者に対し
て、費用の一部を補助するなど、市独自の支援制度の創設を引き続き要望いたします。

　インターンシップに対する支援については、平成 29 年度から令和元年度において、学生等を対象とし
た「インターンシップ促進助成金」制度を運用していた経過がありますが、大学生の UI ターン者を対象
とした制度であったこともあり、利用件数の低迷などの理由から廃止した経過があります。今年１月に実
施した「新規学卒者の人材確保に関する情報交換会」において、ご出席いただいた高等学校、商工団
体等の代表の皆さまより、インターンシップの有効性について話題となる一方、高校側においては、生
徒数の減少などの理由により、企業側の受入ニーズに充分な対応ができないとの課題もあると伺ってい
ることから、高校側と企業側のニーズ把握に努め、効果的な支援策について検討してまいります。（商工
観光部）

⑵　ネット動画による地元企業ＰＲへの支援

⑶　インターンシップ、バイターンシップ取り組み事業者に対する支援

　少子高齢化による人口減少は年々加速度を増しております。特に生産年齢人口の減少は深刻な問
題となっており、企業の人材確保の問題に留まらず、地域経済の縮小、更には地域社会全体の衰退
につながることが懸念されます。こうした中、人口増加の有効な手段として「移住の促進」が挙げら
れます。ＵＩＪターンや移住希望者に対しては、住まいや生活への支援はもとより、就業や起業の支
援、子育てや教育の支援など、きめの細かい支援が必要とされております。
つきましては、移住支援窓口の情報発信力を強化し、受入れ体制の整備を図られるとともに、従来の
移住支援金のほか、市独自の支援策をもって、積極的な働きかけを要望いたします。
また、奥州市には長い歴史の中で培われた伝統工芸品や特産品などを基盤とした産業が存在し、地
域企業もそれぞれに独自の経営資源や特殊技術・ノウハウを有しております。
つきましては、小・中学生が地域の産業や企業に関心をもち、将来の担い手としての意識を育めるよう、
義務教育課程において地域産業に関する学びの時間確保と地域の理解が深められる教育の推進に取
り組まれるよう要望いたします。

　市では移住支援員２名を配置し、移住者、移住希望者からの相談対応のほか、移住応援サイト「い
わて奥州ぐらし」や移住定住 Instagram「OSHU_IJU_LIFE」、首都圏で開催される移住関連イベント等
において情報発信をおこなっております。
　また、移住支援金制度における関係人口要件の拡大のほか、令和７年度からは移住者を対象とした
住宅取得支援補助金制度を創設し、移住者の定住に向けた支援もおこなっております。
引き続き、移住者、移住希望者のニーズに合った支援策について検討を進めてまいります。（政策企画部）
　市内の小学校では教育研究所で作成した社会科副読本「わたしたちの奥州市」を授業で活用すること
で地域についての理解を深めています。中学校ではキャリア教育の一環として、地域での職業体験を実
施し、地域の産業や人々の営みに触れることで、郷土を知るとともに自らの職業観を養う活動を行ってい
ます。さらに、令和８年度からは、子どもたちに郷土愛を育む「ふるさと学習」が本格的に始まります。「ふ
るさと学習」で用いるテキストには地域の産業、自然、文化、歴史が取り上げられ、子どもたちが郷土
の魅力を体系的に学ぶことができるように工夫されています。これからも学校教育において、地域に視
点を置いた教育活動を展開して参ります。（教育委員会事務局）

２　産業・若手人材の確保と育成支援
　⑴　人口減少、少子高齢化へ抜本対策の推進
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につながることが懸念されます。こうした中、人口増加の有効な手段として「移住の促進」が挙げら
れます。ＵＩＪターンや移住希望者に対しては、住まいや生活への支援はもとより、就業や起業の支
援、子育てや教育の支援など、きめの細かい支援が必要とされております。
つきましては、移住支援窓口の情報発信力を強化し、受入れ体制の整備を図られるとともに、従来の
移住支援金のほか、市独自の支援策をもって、積極的な働きかけを要望いたします。
また、奥州市には長い歴史の中で培われた伝統工芸品や特産品などを基盤とした産業が存在し、地
域企業もそれぞれに独自の経営資源や特殊技術・ノウハウを有しております。
つきましては、小・中学生が地域の産業や企業に関心をもち、将来の担い手としての意識を育めるよう、
義務教育課程において地域産業に関する学びの時間確保と地域の理解が深められる教育の推進に取
り組まれるよう要望いたします。

　市では移住支援員２名を配置し、移住者、移住希望者からの相談対応のほか、移住応援サイト「い
わて奥州ぐらし」や移住定住 Instagram「OSHU_IJU_LIFE」、首都圏で開催される移住関連イベント等
において情報発信をおこなっております。
　また、移住支援金制度における関係人口要件の拡大のほか、令和７年度からは移住者を対象とした
住宅取得支援補助金制度を創設し、移住者の定住に向けた支援もおこなっております。
引き続き、移住者、移住希望者のニーズに合った支援策について検討を進めてまいります。（政策企画部）
　市内の小学校では教育研究所で作成した社会科副読本「わたしたちの奥州市」を授業で活用すること
で地域についての理解を深めています。中学校ではキャリア教育の一環として、地域での職業体験を実
施し、地域の産業や人々の営みに触れることで、郷土を知るとともに自らの職業観を養う活動を行ってい
ます。さらに、令和８年度からは、子どもたちに郷土愛を育む「ふるさと学習」が本格的に始まります。「ふ
るさと学習」で用いるテキストには地域の産業、自然、文化、歴史が取り上げられ、子どもたちが郷土
の魅力を体系的に学ぶことができるように工夫されています。これからも学校教育において、地域に視
点を置いた教育活動を展開して参ります。（教育委員会事務局）

２　産業・若手人材の確保と育成支援
　⑴　人口減少、少子高齢化へ抜本対策の推進
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街のなか店
1段：1／2
1回 5,500円
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http://www.oshucci.com/

奥州商工会議所
ホームページ〒023-0818

〒023-1111
〒023-0403
〒029-4332

奥州市水沢東町4（水沢商工会館4階）
奥州市江刺大通り3-14
奥州市胆沢若柳字相馬檀144
奥州市衣川古戸403-6

Tel.24-3141
Tel.35-2514
Tel.46-3131
Tel.52-3518

Fax.24-3148
Fax.35-2506
Fax.46-3133
Fax.52-3199
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 2月17日（火）　午後２時～午後４時
　　　本所会議室
　　　相談員：岩手銀河法律事務所

 2月18日（水）　午後1時～午後４時
　　　本所会議室
　　　相談員：岩手働き方改革推進支援センター

　

 2月5日（木）　午後２時～午後４時
　　　本所会議室
　　　相談員：税理士　及川和人

　※国民生活事業

 2月10日（火）・24日（火）
　　　午前10時～正午　　 本所相談室
　　　午後 1時～午後3時　江刺支所相談室
　　　相談員：日本政策金融公庫一関支店

 2月17日（火）　午後２時～午後４時
　　　本所会議室
　　　相談員：岩手銀河法律事務所

 2月18日（水）　午後1時～午後４時
　　　本所会議室
　　　相談員：岩手働き方改革推進支援センター

水沢南地区センター　イルミネーション

22

令和7年度各種検定試験のご案内
検　定

第172回 簿記
会　場
水　沢

施行日
令和8年2月22日㈰

級
1～3級

募集期間
1月6日～1月26日

　現在募集開始又は募集中の検定は下記の通りです。

※お問い合わせは、本所・江刺、胆沢、衣川各支所の検定担当までどうぞ。

　

 2月5日（木）　午後２時～午後４時
　　　本所会議室
　　　相談員：税理士　及川和人

　※国民生活事業

 2月10日（火）・24日（火）
　　　午前10時～正午　　 本所相談室
　　　午後 1時～午後3時　江刺支所相談室
　　　相談員：日本政策金融公庫一関支店
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